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中佐（VasiliiVasilievichBlonsky,1875 〜 1947 年）から、「世界的に知られている三井物
産はロシア軍に対して武器軍需品を供給する意向があり、具体的な交渉の場として他国の
目が届かない奉天を提案している」という主旨の暗号電報が届く 9。同日、在日ロシア大使
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　1914 年 8 月 7 日付けの電報において、ロシア駐日大使マレーフスキー・マレーヴィチ
は外務大臣サゾーノフに次のようなことを知らせている。「山縣元帥は私のところに日本










力を得て、8月 9 日あるいは同 10 日にロシアの陸海軍の当局に会うことができたと考え
12　『国史大辞典』国史大事典編集委員会編、吉川弘文館、1987 年、第 8巻、867 頁；名古屋貢「泰
平組合の武器輸出」『東アジア――歴史と文化』新潟大学東アジア学会、第 16 号、2007 年 3 月、
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13　1914 年 7 月 25 日〔露歴。ロシア側の史料については、以下同様〕、秘密電報第 126 号、在東京ロ







崎冨三郎（1861 〜 1924 年）に軍需品供給の件について打診を依頼したと推測できる。8
月 10 日か同 11 日、蠣崎武官がロシア陸軍省砲兵本部長クジミン＝カラワーエフ（Dmitrii
DmitrievichKuzmin-Karavaev,1856 〜？年）を訪問した際、砲兵本部長は砲弾 80 万個、















ルモニウス少将（EduardKarlovichHermonius,1864 〜 1938 年）は三人の武器専門家を












16　1914 年 8 月 8 日、秘密電報第 179 号、在東京ロシア大使からロシア外務大臣宛て／AVPRI：F.
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シコ政府との契約を破約してロシア政府に売却した小銃 3万 5000 挺の取引総額は払下価
格（1,074,431 円）の約 2倍であり、運送費や手数料などを考慮しても、同社の純利益率
は 30 〜 40％という例外的に高い数値に達していたと考えられる。一方、1914 年 10 月 21
日に泰平組合を通して成立した三〇式小銃に関する取引高は払下価格（3,486,160 円）の
約 120％となっており、泰平組合を構成する三社の利益は約 5％ずつであったろう 17。三井
物産の資料によれば、戦時中の東京本店が取扱った直接取引高は約 800 万円相当であるた
め、1915 年 3 月以降、東京でロシア側との「時局商売」に関する取引は全く行われなかっ
たことになる。円満に実施されたこれらの契約は「時局商売」の第一段階をなすものとなっ
たと言えよう 18。泰平組合を通じての対露武器・軍需品供給はその後も継続していたもの













18　『三井物産支店長会議議事録（11）大正 6年』三井文庫編、丸善株式会社、2004 年、369 頁参照。
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YulievichBriner,1884 〜 1947 年）に任されていた。ロシア政府向けの武器軍需品の販売





井文庫論叢』1973 年、第 7 号、304 頁；RockBrynner,Empire & Odyssey: The Brynners in Far East 
Russia and Beyond,Hanover–NewHampshire,SteerforthPress,2006,pp.9-55 参照。
20　『朝鮮旅行記』ゲ・デ・チャガイ編、井上紘一訳（東洋文庫）、平凡社、1992 年、94、327（注釈 22）頁；『日













　ブリネルの協力のもと、三井物産の代表者たちは 1914 年 10 月〜 11 月に、ウラジオス
トック要塞経理係といくつかの契約を結んだ。10 月 8 日、同社の出張員天野林之助と第
4シベリア軍団兵站官フィローノフ大佐（VladimirFomichFilonov）との間に、保護色羅
紗 25 万アルシーン（17 万 7,800 メートル）の供給に関する契約第 14779 号（総額 50 万ルー
ブル）が調印されたのは、そのスタートであった。この最初の契約によれば、供給期間は




　11 月、ウラジオストックにおいて、さらに総額 650 万ルーブルに及ぶ三つの契約が結
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浦汐ノ商売品ニ付テノ口銭ノ半額位ハ渡サヽルヲ得スト思ヒ居レリ」25。三井物産の元帳に





































年 6 月までに日本の商社がロシアに供給した砂糖や米の総額はそれぞれ 225 万円と 390 万
円に達した 27。
　戦争が始まった段階では、ロシア政府がイギリスの諸銀行において持っていた資金は





















ログラードに派遣された営業部長安川雄之助（1870 〜 1944 年）に率いられる特別視察団
は対露「時局商売」の土台の形成に貢献するはずであったが、芳しい成果を上げられなかっ
たようである。そこで、1915 年 2 月、三井物産の幹部はペトログラード出張員の数を増
やし、その活動を活発化させようと試みた。同 2月 12 日、山本が正式にペトログラード
出張員に任じられ、彼の「補佐役」として、三人の事務員が任命された。その結果、1915




　1915 年 2 月までに、ロシア陸軍省との三井物産の契約総額は 1,570 万円に達し、同年 6
月末までに 2,120 万円に及んだが、経理本部への物資供給は順調に進んではいなかった。
三井が供給しようとした羅紗は経理本部の要求に適せず、最初の契約での供給作業は一月
遅れて、1915 年 1 月にようやく終了したが、ロシアの検査官たちは第二の契約（第 16596





EmilievichvonPfeilitser-Frank,1864 〜 1915 年）が来日した同年 5月中旬である。検査・
受入作業は 1915 年 11 月中旬まで続いたが、第三契約での 5万 7,645 アルシーン分の供給
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『三井物産株式会社社報』大正 4年度、第 33 号および第 70 号（三井文庫所蔵）参照。
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本図書センター、2003 年、ミ 23 頁参照。
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シーメンス事件で退社せざるを得なかった元常務取締役の山本条太郎（1867 〜 1936 年）
と特別な関係にあった業務課勤務の丹羽義次（1875 〜？年）37 である。1914 年 10 月から
約 1年間にわたりウラジオストック出張員として勤務していた彼は、翌年の 11 月末にペ
トログラードに派遣され、その後ペトログラードの出張員首席となった。1915 年 12 月に
丹羽が作成し、東京本店に送った「露国ヨリ見タル戦局ノ将来」という報告書は、対露貿
易に対する三井物産の姿勢を明確に示す貴重な史料となっている。











36　RichardSpence,Trust No One: The Secret World of Sidney Reilly,LosAngeles,California:Feral
House,2002,pp.111,114-115;AndrewCook,Ace of Spies: The True Story of Sidney Reilly,Tempus
Publishing,2004,p.107;RGVIA：F.2000,op.1,d.4059.L.1 а ;「1915 年度上半期　元帳A」（三
井物産株式会社）三井文庫所蔵、物産 -1110、92、96 頁 ;AVPRI：F.150,op.493,d.1868.L.93;
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作業であった。1915 年度下期（1915 年 5 月〜 10 月分）に比べ、1916 年度下期の対露軍
需品輸出高は 567,518 円から 431,076 円に下がった。61,355 円分の増加を示した火薬の輸
出高を計算に入れたとしても、75,087 円の減少になる。ただし、上述したように、「時局
商売」には砲兵本部が発注する軍需品や火薬などの供給だけではなく、経理本部や農務庁














40　『大正 5年度下期　第 14 回事業報告書』三井文庫所蔵、物産 -615.9（1916 年 5 月〜 10 月分）、37 頁；
『三井物産支店長会議議事録（11）大正 6年』369-370 頁；SidorovA.L.,Ekonomicheskoe polozhenie 
Rossii v gody Pervoi mirovoi voiny,Moscow:Nauka,1973,p.126.



























































　戦時中のロシア市場における三井物産の取引規模を評価するには、丹羽義次が 1917 年 6
月の支店長会議で行った報告が大いに役立つ。丹羽の大まかな計算によれば、開戦直後か
ら 1917 年の同時点までに三井物産の対露取引額は約 4,100 万円に達し、同期の日本の対露
輸出総額（約 4億ルーブル）の 1割強を占めるに至っていた。泰平組合を通じて行われた
軍需品輸出額は 1916 年末の時点で、手数料の平均値を 10%として考えた場合、少なくと
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と考えられる。ちなみに、三井は対露貿易において、ロシア陸軍省経理本部から多額の注
文を受けていた「反対商」の大倉組（約 5,000 万円および泰平組合分としての約 6,150 万
円）に多少後れをとっていたようである。対露貿易において、泰平組合の一員である高田









46　『三井物産支店長会議議事録（11）大正 6年』369 頁；「露国譲渡主要兵器概況表（大正 5年 11 月
調）」『本邦ニ於ケル各国兵器軍需品其他調達関係雑件（露国ノ部）』第 4巻、日本外交史料館所蔵、
第 5.1.5.17-7 号、1712-1715 頁；『帝国議会衆議院議事速記録（32）――第三七回議会下、大正 5年』
東京大学出版会、1981 年、716-717、909 頁。
































額（約 6,400,000 円）はこのデータに反映されていないと思われるので、1916 年 5 月の時点において、
三井物産の対露輸出総額は実際には約 36,000,000 円に達していたであろうと推測できる。
　この表は坂本雅子の前掲書（168-169 頁）に紹介されている外務省外交史料館所蔵の資料（『本邦ニ
於ケル各国兵器軍需品其他調達関係雑件（露国ノ部）』第 3巻、第 5.1.5.17-7 号、1395-1410 頁）に基
づいて作成されている。
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の軍事力の強化に貢献したことは、三井が日露関係を左右しうる勢力であったことを意味
している。特に、泰平組合という存在を無視するように、メキシコ政府との契約を破約す
ることによってロシア政府との有益な取引を成立させたことは、三井財閥の影響力を物
語っている。ただし、ロシア大蔵省証券を積極的に引き受けようとした大倉組などに比べ
れば、1915 年以降ロシア政府との直接取引を意図的に避け始めた三井の対露貢献はそれ
ほど大きくなかった。親独系を含む欧米の金融資本と緊密な関係にあった三井の対露姿勢
は、より慎重でより利己主義的なものであったと言えよう。特に、ロシア軍が苦境に陥っ
た 1915 年夏以降、三井物産はロシア側の勝利を大いに疑問視しはじめ、対露援助に関心
を失ってしまい、戦況変化を静観するばかりとなった感がある。
キーワード　三井物産　第一次世界大戦　「時局商売」　泰平組合　対露武器供給　砲兵本
部　経理本部　ブリネル　日露同盟
（BARYSHEVEduard）
